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（１）居住誘導区域                         

① 居住誘導区域とは 

居住誘導区域は、人口減少下におい

ても、一定のエリア内における人口密

度を維持することで、生活サービスを

提供する都市機能や地域コミュニティ

を維持できるように居住を誘導すべき

区域です。 

 

 

 

 

② 居住誘導区域に関する基本的な考え方 
■国の考え方の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本市の考え方 

① 若者や子育て世代の定住促進とともに、高齢化の進展を見据え、あらゆる世代にとっ

て利便性の高い、歩いて暮らせるエリアとする。（⇒人口分布や公共交通の利便性、生活

利便機能の集積状況を考慮し、一定の人口密度が維持された、快適で暮らしやすい居住環境

を形成していくエリアを抽出） 

② 市街地の空洞化に歯止めをかけ、都市のコンパクト化を図る観点から、原則として郊

外（用途地域外縁部など）への居住誘導区域の設定は行わない。 

③ 災害リスク分析の結果などを考慮し、居住に適さないと判断されるエリアは除外す

る。 

 

■本市の居住誘導区域設定の条件（手順） 

 

 

 

 

 

 

 

都市全体における人口や土地利用、交通や財政、災害リスクの現状及び将来の見通しを勘案

しつつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地域における公共投資や公共公

益施設の維持運営などの都市経営が効率的に行われるよう定めること。 

●居住誘導区域を定めることが考えられる区域 

・都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域 

・都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができ、都市

の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域 

・合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度集積している区域 

出典：都市計画運用指針（第13版、国土交通省） 

条件２で抽出した区域から、居住に適さない区域を除外 

条件１ 

条件２ 

条件３ 

①公共交通の利便性が確保されている区域、②人口の集積が見られる区域を抽出 

条件１で抽出した区域のうち、③生活利便性が確保されている区域を抽出 
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③ 居住誘導区域の設定 

前頁で示した区域の設定条件に基づき、次のように居住誘導区域を設定します。 
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◆実際の区域境界については、地形地物や街区のまとまりを考慮しながら 

区域を設定  
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都市計画運用指針の
位置づけ 区域 関連法 本市の区域設定の考え 

①居住誘導区域に含
まないこととされて
いる区域 

市街化調整区域 都市計画法 該当なし 

災害危険区域（住居の建
築物の建築禁止区域） 

建築基準法 除外 

農用地区域 農業振興地域の整備に関
する法律 

除外 

農地法第５条第２項第１
号ロに掲げる農地若しく
は採草放牧地の区域 

農地法 該当なし 

自然公園特別地域 自然公園法 除外 

保安林の区域 森林法 除外 

原生自然環境保全地域、
特別地区 

自然環境保全法 除外 

保安林予定森林の区域、
保安施設地区、保安施設
に地区に予定された地区 

森林法 該当なし 

地すべり防止区域 地すべり等防止法 除外 

急傾斜地崩壊危険区域 
急傾斜地の崩壊による災
害の防止に関する法律 除外 

土砂災害特別警戒区域 
土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の
推進に関する法律 

除外 

浸水被害防止区域 特定都市河川浸水被害対
策法 

該当なし 

②原則として、居住
誘導区域に含まない
こととすべき区域 

津波災害特別警戒区域 
津波防災地域づくりに関
する法律 該当なし 

災害危険区域 建築基準法 除外 

③それぞれの区域の
災害リスク等を総合
的に勘案し、居住を
誘導することが適当
ではないと判断され
る場合は、原則とし
て、居住誘導区域に
含まないこととすべ
き区域 

土砂災害警戒区域 
土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の
推進に関する法律 

除外 

津波災害警戒区域 
津波防災地域づくりに関
する法律 該当なし 

浸水想定区域（洪水、雨
水出水、高潮） 

水防法 

災害リスクの分析結果
や防災・減災まちづく
りに向けた課題等を踏
まえ、区域設定を判断 

調査結果等により判明し
た災害の発生のおそれの
ある区域 
（津波浸水想定における
浸水の区域、ため池、内
水氾濫、家屋倒壊等氾濫
想定区域等） 

土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の
推進に関する法律、津波
防災地域づくりに関する
法律、農業用ため池の管
理及び保全に関する法
律、水防法 

④居住誘導区域に含
めることについて慎
重に判断を行うこと
が望ましい区域とさ
れている区域 

工業専用地域、流通業務
地区等、法令により住宅
の建築が制限されている
区域 

都市計画法 

除外 

特別用途地区、地区計画
等のうち条例により住宅
の建築が制限されている
区域 

該当なし 

過去に住宅地化を進めたものの居住の集積が実現せ
ず、空地等が散在している区域 

該当なし 

工業系用途地域が定められているものの工場の移転に
より空地化が進展している区域 

該当なし 

 

 

上表以外の区域 関連法 本市の区域設定の考え 

風致地区 都市計画法 除外 

特別名勝「虹の松原」 文化財保護法 地域区分A地区、B地区
を除外 

※河川や内水による浸水想定区域について、データの追加や更新等があった場合は、計画見直し時に

あわせて当該区域の見直しを行います。 
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※居住誘導区域内の土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、地すべり

防止区域の範囲については、居住誘導区域に含まない。 

【居住誘導区域図】 
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（２）都市機能誘導区域                       

① 都市機能誘導区域とは 

都市機能誘導区域は、医療・福祉・商

業等の都市機能を、各拠点の役割に応じ

て維持・誘導することにより、これらの

各種サービスの効率的な提供を図る区域

です。 

 

 

 

 

② 都市機能誘導区域に関する基本的な考え方 
■国の考え方の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本市の考え方 

あらゆる世代の居住を惹きつける「拠点」として、賑わいや交流を創出していくエリ

ア、または、交通面も含め、居住者の生活利便性を高めていくエリアを都市機能誘導区

域として設定する。（⇒生活利便機能の性質（役割）ごとに、それぞれ対象となる施設の集積

状況や近接性を考慮し、都市の拠点となるエリア、および地区の拠点となるエリアを抽出） 

 

都市機能 

誘導区域 

都市拠点 
広域利用が見込まれる機能（施設）や、多様な世代の交流を促す機能（施設）を

維持・誘導することにより、賑わいを創出し、都市の魅力を高め、若者や子育て

世代のまちなか居住を促進する区域（拠点） 

地区拠点 
都市拠点を補完する役割として、複数の拠点に立地することが望ましい生活利便

機能（施設）を維持・誘導し、公共交通の確保を図ることにより、地区内の生活

利便性を高め、多様な世代のまちなか居住を促進する区域（拠点） 

 

  

医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集約することにより、

これらの各種サービスの効率的な提供が図られるよう定めること。 

●都市機能誘導区域を定めることが考えられる区域 

・都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機能が一定程度充

実している区域、周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等、都市の拠点と

なるべき区域（原則として居住誘導区域内に設定） 

・都市機能誘導区域の規模は、一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、徒歩や自転

車等によりそれらの間が容易に移動できる範囲で定める 

出典：都市計画運用指針（第13版、国土交通省） 
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③ 都市機能誘導区域の設定 

 
 

 

 

◆実際の区域境界については、地形地物や街区のまとまり、未利用地の分布状況等

を考慮しながら区域を設定 

  




